
第６回政策調整会議結果報告 

 

１ 日 時 平成２１年６月２９日（月）１３：００～１６：４５ 

 

２ 場 所 役場２階 審議室 

 

３ 出席者 

《構成員》田浦副町長、服部総務課長、岡崎保健福祉課長、田中町民生活課

長、北向建設水道課長、前田教育振興課長、伊藤産業振興課長 

《庶 務》石田主幹、新井主任  

 

４ 内 容 

１ 事務事業評価（事後評価）２次評価 

13.乳幼児健康診査事業 

・町に実施義務がある事業のため、評価対象外とする。 

 

14.乳幼児相談事業 

・「№13 乳幼児健康診査事業」と連動している事業であるため、評価対象外と

する。 

 

15.妊婦相談事業 

[担当から資料により説明] 

・妊婦に対し安心して出産できるように妊婦相談を実施している。 

 [２次評価] 

・必要性→Ａ、効率性→Ａ、公平性→Ａ、評価→Ａ  

   ・次回評価時期→３年、協働の可能性→不可 

   ・政策目標である「不安を抱え込まず子どもを生み育てることが出来る地域づ

くり」の実現のためには、重要な事業であり、今後も適切に事業を行っていく

ことが必要である。 

 

16.健康教育事業 

[担当から資料により説明] 

・育児サークルなど子どもと関わる関係者に対して、健康に関する学習を実施

している。 

 [２次評価] 

・必要性→Ａ、効率性→Ａ、公平性→Ａ、評価→Ａ  

   ・次回評価時期→３年、協働の可能性→可 



   ・政策目標実現のためには、必要な事業であり、今後も適切に事業を行ってい

くことが必要である。 

   ・育児サークルの設置、加入促進に支援を続けていく必要がある。 

 

17.家庭訪問事業 

[担当から資料により説明] 

・出産後の妊婦、新生児に対し、全戸訪問をし、子育て支援を実施している。 

 [２次評価] 

・必要性→Ａ、効率性→Ａ、公平性→Ａ、評価→Ａ  

   ・次回評価時期→３年、協働の可能性→不可 

・政策目標実現のためには、重要な事業であり、今後も適切に事業を行ってい

くことが必要である。 

   

18.食生活改善推進事業 

・食生活改善推進のために、各教室開催やボランティア活動推進を実施してい

る。 

 [２次評価] 

・必要性→Ａ、効率性→Ｂ、公平性→Ｂ、評価→Ｃ  

   ・次回評価時期→１年、協働の可能性→可 

   ・地域全体の中で、食に関する知識を高めていくことは重要。 

   ・食生活改善推進委員のあり方（養成から、地域の中での活用のあり方など）

について、検討が必要である。 

 

19.保健福祉センター運動指導事業 

[担当から資料により説明] 

・「かみん」のプールを使用し、生活習慣病や介護予防のために、運動指導を実

施している。 

 [２次評価] 

・必要性→Ａ、効率性→Ｂ、公平性→Ｂ、評価→Ｂ  

   ・次回評価時期→１年、協働の可能性→可 

   ・事業実施当初の目標である、学んだ者が次の指導者となり、活動していける

ような体制づくりが必要である。 

 ・今年度で長期継続契約の委託期間が終了するため、地元主体による運営への

移行に向けたプランをＨ２１年度中に作成すること。 

 

20.通所型介護予防事業 



[担当から資料により説明] 

・特定高齢者を対象に介護予防を目的として、デイサービスを実施している。 

 [２次評価] 

・必要性→Ａ、効率性→Ａ、公平性→Ａ、評価→Ａ  

   ・次回評価時期→３年、協働の可能性→可 

   ・事業の対応人数が飽和状態となり、待機者が出ているため、第３のデイサー

ビスの必要性を含め、今後の事業展開について検討が必要。 

    

21.訪問型介護予防事業 

[担当から資料により説明] 

・通所による介護予防事業に参加困難な特定高齢者を対象に介護予防を目的と

した訪問を実施している。 

 [２次評価] 

・必要性→Ａ、効率性→Ｂ、公平性→Ｂ、評価→Ｂ  

   ・次回評価時期→３年、協働の可能性→不可 

   ・希望者が少ない中で、事業を行っているが、支援は必要であり、対象者への

アプローチ等の検討が必要である。 

    

22.介護予防普及啓発事業 

[担当から資料により説明] 

・自主的な介護予防に向けた取り組みを実施できるように、学習や指導を実施

している。 

 [２次評価] 

・必要性→Ａ、効率性→Ｂ、公平性→Ａ、評価→Ｂ  

   ・次回評価時期→３年、協働の可能性→可 

   ・町民サポーター等の協力による、事業実施など、さらなる介護予防に対する

普及啓発が必要である。 

 

23.地域介護予防活動支援事業 

[担当から資料により説明] 

・介護予防活動が、地域で広く実施されるようにサポーター等の人材育成のた

めに研修を実施している。 

 [２次評価] 

・必要性→Ａ、効率性→Ｂ、公平性→Ａ、評価→Ｂ  

   ・次回評価時期→３年、協働の可能性→可 

   ・地区での活動でリーダーとなれる人材育成が必要。 


